
 

 

 

 

 

 

 

寒河江市議会 議場システム機器賃貸借（長期継続契約） 

仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寒河江市 

 



 

- 1 - 

１ 件名 

寒河江市議会 議場システム機器賃貸借（長期継続契約）（以下「本業務」という。）  

 

２ 背景 

寒河江市（以下「本市」という。）では、議場の音響機器、映像機器等、議会中継（以下、映像配

信を含む。）に必要となる機器において、対応年数を経過した機器が多く、安定した運用面の課題を

抱えている。 

本市では、安定した議場システムの運用を行うため、議場システム環境を整備することとして、

機器の更新、構築、システム調整、既設機器撤去・廃棄等を含め一括して提供を受けるものとする。 

 

３ 業務の概要 

本業務は、寒河江市議会基本条例に基づき市民等へ議会情報を迅速に発信するため、耐用年数を

経過した議場の音響機器、映像機器等、議会中継に必要となる機器の更新を行うものであり、議会

運営及び議会中継を行うために必要となるシステムの構築、ハードウエア及びソフトウエアの調達、

設置、設定等、既存の機器の撤去等を行う。（インターネット配信機器は除く） 

なお、本業務の詳細を「別紙１ 業務基本仕様」に、更新機器構成・仕様を別紙２「機器構成・仕

様表」に、機器のシステム構成を別紙３「議場設備更新系統図」に、機器の配置を別紙４「議場設

備更新平面図」に、機器実装図として別紙５「機器参考姿図」に示す。 

議会運営及び操作性の観点から、すべて上記別紙仕様に合致した機器／システムを納入すること。 

 

４ 賃貸借（履行）場所 

寒河江市役所 議会議場（山形県寒河江市中央一丁目９番 45号） 

 

５ 契約期間 

契約を締結した日から令和 14年１月 31日まで 

ただし、上記期間は事業における賃貸借物件の準備に要する期間から賃貸借期間、既存機器の撤

去等を含む一切の期間である。 

この発注案件は、複数年にわたり賃貸借を行う必要があることから、寒河江市長期継続契約を締

結することができる契約を定める条例（平成17年市条例第５号）第１項第１号及び地方自治法第234

条の３に基づく長期継続契約対象業務として、次年度以降の歳出予算成立前に契約手続きを進めて

いる。 

この発注案件に係る次年度以降歳出予算が不成立又は減額となったときは、契約の解除又は減額

を行うことがある。 

 

６ 賃貸借期間 

令和９年２月１日から令和 14年１月 31日まで（５年間） 

賃貸借料は、賃貸借を要する期間に対して支払うものとする。なお、納入機器は、賃貸借期間開

始までに納入・設置を完了すること。 

 

 



 

- 2 - 

７ 現地作業時間帯 

原則として、令和９年１月５日から令和９年１月２９日までの土曜日、日曜日、国民の祝日に関

する法律に規定する休日を除く午前８時 30分から午後５時 15分までとするが、本市の要請による

場合はその限りでない。 

ただし、議場での会議がある場合の使用はできない。 

 

８ 成果物と納入方法 

本業務の成果物として、下記のものを指定の期日までに納入すること。ただし、機器の更新を行

うにあたり、追記や追加で作成すべきものがあれば、本市と協議のうえ作成し、納入すること。 

⑴ 成果物 

① 作業計画書 

ア）スケジュール（現地調査・設計・調達・配線・設定・試験等本番業務すべての工程を含む） 

イ）納入仕様書 

ウ）現地調査に基づく施工予定の系統図及び平面図（配線含む） 

エ）事務局操作席・議場放送機器収納架 機器組込図 

② 完成図書 

ア）業務報告書 

イ）完成図 

ウ）系統図及び平面図（配線含む） 

エ）操作運用マニュアル／取扱説明書 

オ）その他本市より指示があったもの 

⑵ 様式 

① 紙媒体（Ａ４判縦を基本とするが、必要に応じてＡ３判三つ折りも可とする）で、任意様式と

する。 

② 電子媒体（ＰＤＦ）にて作成し、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒに記録したものを納入すること。 

 

９ 入札額 

入札額は月額（消費税を含まない）とすること。 

ただし、契約金額は落札決定額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額とする。 

 

10 業務実施に関わる要件 

⑴ 受注者は、本業務の一部を第三者に委託する場合、書面にて事前に第三者への委託範囲及び第三

者委託先名称並びに第三者委託先との契約条件を示す書類を本市に提示し、承認を得なければなら

ない。 

⑵ 本業務の実施にあたって要する費用は、すべて受注者の負担とする。 

⑶ 受注者は、本業務を行うにあたってプロジェクトマネージャーを明確に定め、本業務に係るすべ

ての用意を含めた実施体制を作業開始前に提出すること。なお、プロジェクトマネージャーは受注

者（元請負人）であること。 

⑷ プロジェクトマネージャーは、１級電気工事士又は１級電気工事施工管理技士、１級電気通信工

事施工管理技士のいずれかの有資格者を専任で配置すること。 
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⑸ 受注者は、本番環境において有効であることを実証するための適切な試験を行い、発見された問

題について対応し解消すること。 

⑹ 受注者は、本業務の履行場所を他の目的のために使用しないこと。 

⑺ 受注者は、要員の人事管理及び要員の責めに起因した不祥事について一切の責任を負うこと。 

⑻ 受注者は、本業務の履行に際し、本市からの質問、検査及び資料の提示等の指示に応じること。 

また、修正及び改善要求等があった場合には、別途協議の場を設けて対応すること。 

⑼ 受注者は、本業務終了後においても、本市が本業務に関する技術的支援を依頼した場合には、回答

及び助言等を行うこと。 

⑽ 本市の既存機器等に影響が及ぶ場合は、既存契約業者と調整のうえ作業を行うこと。なお、その際

発生する費用については、すべて受注者の負担とする。 

 

11 情報セキュリティの確保 

⑴ 受注者は、本業務において知り得た一切の情報等については、本業務終了後においてもその機密

を保持するものとし、本市に無断で公開又は第三者へ提供若しくは漏洩してはならず、そのために

必要な措置を講ずること。 

⑵ 受注者は、本業務において本市から入手した資料等については、管理簿等により適切に管理する

とともに、業務に必要がなくなり次第、速やかに本市に返却又は処分すること。 

⑶ 応札希望者及び第三者委託先についても上記⑴及び⑵に準ずること。 

 

12 知的財産権の帰属 

⑴ 本業務に係り作成又は変更されるドキュメント類及びプログラムの著作権（著作権法第 21条から

第 28 条に定めるすべての権利を含む。）は、あらかじめ書面にて権利譲渡不可能と示されたもの以

外、本市に帰属するものとする。 

⑵ 本業務に係り発生した権利については、受注者は著作者人格権（著作権法第 18 条から第 20 条ま

でに規定する権利をいう。）を行使しないものとする。 

⑶ 本業務に係り発生した権利については、今後、二次的著作物が作成された場合等であっても、受注

者は原著作物の著作者としての権利を行使しないものとする。 

⑷ 本業務に係り作成又は変更されるドキュメント類及びプログラム等に受注者の著作又は一般に公

開されている著作について引用する場合は出典を明示するとともに、受注者の責任において著作者

等の承認を得るものとする。 

⑸ 本業務に係り作成又は変更されるドキュメント類及びプログラム等に第三者が権利を有する著作

物が含まれる場合、受注者は当該著作物の使用に必要な費用負担や使用許諾契約に係る一切の手続

きを行うものとする。 

⑹ 本業務に係り第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合には、当該紛争の原因が

専ら本市の責めに帰す場合を除き、受注者の責任、負担において一切を処理すること。 

 

13 特記事項 

⑴ 保守契約 

機器定期点検費用及び機器管理費用、故障時修理費用は、本契約に含まない。 
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⑵ 操作説明 

受注者は、運用開始前に議会事務局職員に対し、十分な操作説明を行うこと。方法及び回数につ

いては、協議の上決定する。また、操作説明実施後も電話等による相談に対し、受け答えのできる

環境を用意すること。 

⑶ 会議の立ち合い 

システム導入後、初の運用となる定例会における本会議初日と一般質問初日は、技術員を派遣

し、機器操作のサポートをすること。なお、システム導入から定例会までの間に臨時会又は議会中

継を行う会議が開催された場合にも立ち会うこと。 

 

14 その他 

⑴ 本仕様書に記載のない事項であっても、常識的な事項、総務省「地方公共団体における情報セキュ

リティポリシーに関するガイドライン」に記載されている事項については、受注者において充足す

るものとする。 

⑵ 詳細な事項及び本仕様書に定めの無い事項については、本市と協議のうえ定めるものとする。 

⑶ 本仕様書について疑義が生じた場合は、本市と協議のうえ決定するものとする。 

 


